














































1.2 研究の目的と方法                                  
 本研究の目的は、1973 基準案の規定・数値目標の特徴を明らかにすることである。研究
方法としては文献研究を用いた。関連文献を網羅的に収集し、次の 2つの研究課題を設定
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した。1973基準案の規定・数値目標について、①その後どのような議論が行われたか、②












振興のための当面の諸方策案」（1971 年 6 月）21）がある（以下、「方策案」という）。関係
者の氏名には発表当時の所属等を付記した。1971年の公共図書館に関するデータは、1971










日図協の機関誌『図書館雑誌』には、社教審総会終了後の 1973 年 10月に前川の最初の
報告が掲載されているが、検討過程の報告、文部省担当者の報告、基準案の分析等の記事
は掲載されていない。裏田の報告は 1974 年 3-4月に他の雑誌に掲載されており、前川のも
う一つの報告は 1988 年に自著の単行書に発表されている。 



















ｂ 施設の立地条件（交通、環境を含む） ｃ 図書館運営の構想（読書普及を含む）  
ｄ 職員の奉仕能力（職員数）」  
都道府県立図書館の施設の規模は、市町村立図書館の整備状況と都道府県立図書館が行
















対象に、専門的職員は人口 35,000 人に 1 人を基準とし、50人（司書 25人、司書補 25 人）、





















口 1000 人当り 125 冊、職員数も 5000 人に 1人（司書・司書補が 7500人に 1 人、その他の
職員がその 2 分の 1）で、英国の基準では、年間受入冊数が人口 1000人当り 250冊、職員









薬袋は、1990 年に、蔵書 30 万冊、増加冊数年間 2 万 5000 冊（ほかに複本 5000 冊）で
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1973 基準案の 1967 基準案に対する特徴は、市立図書館の増加冊数、職員数において、
人口に対して一定比率の数値目標が定められていることである。職員は、司書・司書補、
事務・技術職員を合わせて、人口 5000人に 1人以上、年間増加冊数は、人口 1000人当た






 82市の実態の平均値は、受入冊数約 1,156冊、職員数約 2.9 人で、この階層の平均であ 
る人口 3.5万人の数値目標は、受入冊数 4,375冊で、実態の 3.8 倍、職員は 7 人で 2.4 倍
である。 
②人口 30万人台の市 
12市の実態の平均値は、受入冊数約 5,520 冊、職員数約 14人で、この階層の平均であ 
る人口 35 万人の市の数値目標は、受入冊数 43,750 冊で、実態の 7.9 倍、職員数 70 名で
5.0倍である。 
③人口 40万人台の市 
6市の実態の平均値は、受入冊数約 7564 冊、職員数約 15人で、この階層の平均である 
人口 45 万人の市の数値目標は、受入冊数 56,250 冊で、実態の 7.4 倍、職員数は 90 人で
6.0倍である。 
人口 3 万人台の市、30 万人台の市、40 万人台の市では、実態に対する数値目標の比率
が、受入冊数では、3.8倍、 7.9 倍、7.4 倍、職員数では、2.4 倍、5.0倍、6.0倍である。 
(3) 町村立図書館 











人口 7,500人に司書・司書補 1人の比率から逆算すると、司書・司書補 4 人の場合は人
口 3万人である。したがって、町村に設置を期待する図書館の規模は人口 3万人レベルの
地方公共団体の図書館と考えられる。当時、町村立図書館は、人口 1万人未満の町村に 65
館、1 万～2 万人未満の町村に 111 館、2万～3万人未満の町村に 70館あり、職員数の平均
はそれぞれ約 1.35 人、1.75 人、2.16人で、数値目標と現状との開きがきわめて大きい。 













人口 150～190万人台の県立図書館では、職員数の平均値は約 33 人だが、目標数値は 75
人で、2.3倍、年間増加冊数は 10,342冊だが、目標数値は 30,000冊で、2.9 倍であり、実
態との開きが大きい。当時日本最大の都道府県立図書館として計画中であった東京都立中
央図書館でも、年間増加資料中の和書は、『全日本出版物総目録』により、「市販、官公庁、









口 1万人から 3万人までの人口段階別に施設規模を定めている。人口 1万人規模の地域か
ら分館を設置する考え方は同じである。前川は、1971 年に、東京都の図書館振興策におけ
る分館設置基準の変化（方針 → 第一次計画 → 実施計画（長期計画 → 当面の計画））に
ついて述べており、そのうちの「当面の計画」の市部（人口密度の低い地域）の数値とほ
ぼ一致している。 



















































- 20 - 
 
























28）宍戸伴久「図書館法関係文献目録」『図書館法研究－図書館法 30 周年記念・図書館法研究シンポジウム 
記録』裏田武夫ほか、日本図書館協会、1980、pp.167-188 
29）図書館振興対策プロジェクトチーム『図書館政策の課題と対策－東京都の公共図書館の振興施策』1970、 
pp.5 
30）小林重幸「望ましい基準の算定方法の研究」（『図書館学会年報』2、pp.5-14、1955） 
31）蒲池正夫「公立図書館の設置および運営に関する基準案のできあがるまで」（『図書館雑誌』61(3)、 
pp.133-134、1967） 
32）小林重幸「公立図書館の基準問題について」（『図書館雑誌』58(6)、pp.286-288、271、1964） 
33）注 16）の文献、p.286． 
34）日本図書館協会編『中小都市における公共図書館の運営－中小公共図書館運営基準委員会報告』日本図 
書館協会、1963、pp.200 
35）日本図書館協会編『小図書館の運営－小図書館運営研究委員会報告』1966、p.12、29、39-58 
36）東京都立日比谷図書館『東京都立図書館の整備充実計画』1969、pp.88 
 
